
（平成２１年７月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認秋田地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

秋田国民年金 事案 556 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 43 年 11 月までの期間

及び平成２年５月から３年３月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 43 年 11 月まで 

          ② 平成２年５月から３年３月まで 

          ③ 平成 10 年６月から 12 年３月まで 

昭和 36 年に結婚した当初は、夫の実家に住んでいたが、私の国民年

金保険料は掛けてもらえず、悔しい思いをしていた。44 年に独立し、

47 年３月に会社を辞めた後、Ａ市町村役場の窓口で国民年金に加入し、

未納となっていた申立期間①の保険料をまとめて納付した。 

平成になってからは生活も安定し、国民年金保険料も定期的に同役場

に行き納付していた。しかし、平成３年 10 月に役場から送られてきた

事務連絡票及び国民年金保険料の領収証書をみると、元年６月から２年

４月までの期間及び３年４月から４年３月までの期間の保険料を３年７

月及び同年９月にまとめて納付したことになっている。納付したことと

されている銀行や郵便局に行った覚えは無い。また、納付したはずの申

立期間②の保険料は未納になっており、なぜ同役場でこのような処理を

したのか不思議である。 

申立期間①及び②の保険料が未納になっていることに納得がいかず、

社会保険事務所に相談に行ったら、高齢任意加入という制度があるとの

説明を受け、平成 10 年＊月に任意加入した。社会保険事務所の記録で

は 12 年４月に再加入しているとのことだが、申立期間③について、任

意加入をやめる手続をした記憶も無い。また、付加保険料も併せて納付

していたはずである。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が同期間の国民年金保険料を一括納付し

たと主張する時期は、第１回の特例納付が実施されていた時期であり、

納付したとする金額も申立期間①の国民年金保険料を特例納付した場

合の金額におおむね一致している。 

また、申立人は、Ａ市町村役場で国民年金に加入した時期、保険料の

納付方法、当時の同役場国民年金担当職員の氏名など、申立期間①の保

険料を納付するに至った経緯も含め具体的に主張しており、全体を通じ

てその主張に不自然さはみられない。 

さらに、Ａ市町村役場に対する調査結果から、当時、同役場では、特

例納付の保険料を窓口で預かり、納入者に代わって金融機関等で払い込

みを行っていたことがうかがわれる上、申立人が実家に住んでいたころ

からの申立人の知人は、「当時、昭和 47 年ごろに国民年金に加入し、

過去の未納保険料をさかのぼって納めたと申立人が言っていたことを記

憶している。」と証言している。 

  ２ 申立期間②について、申立人が所持するＡ市町村役場Ｂ課発行の平成

３年 10 月 20 日付けの事務連絡票及び当時の同課担当職員に対する聴取

結果から、同課の国民年金担当職員が申立人から保険料を預かり、過年

度保険料の納付書を同職員が作成し、申立人に代わり金融機関で保険料

を納付した後、領収証書を申立人に送付する手続を行っていたことが確

認できる。 

    また、Ａ市町村役場が保管している申立人の国民年金被保険者名簿に

よれば、申立期間②の検認済記録欄には、保険料が納付されたことを示

す「納」のゴム印が押された後、理由の付記も無いまま横線が引かれ、

取り消されている事跡が確認できるなど、当時、同役場において、申立

人に係る国民年金保険料納付記録の管理が適切に行われていなかった実

態がうかがわれる。 

    さらに、申立人の平成２年度に係る住民税及び固定資産税の納付状況

をみると、未納無く納付されていることが確認できる上、申立期間②前

後となる平成元年６月から２年４月までの期間及び３年４月から４年３

月までの期間の国民年金保険料が納付済みとされていることを踏まえる

と、申立期間②の保険料を納付したはずであるとの主張に不自然さはみ

られない。 

  ３ しかしながら、申立期間③について、申立人は、「平成 10 年＊月に

高齢任意加入し、定額保険料に付加保険料を加えた１万 2,400 円をＡ市

町村役場の窓口で納付していた。12 年４月から再加入したことになっ

ているが、途中で脱退の手続をした覚えは無い。」と主張しているが、

社会保険庁及び同役場の記録では、申立人が当該期間について、国民年



                      

  

金に高齢任意加入していた記録は確認できない。 

また、申立人が記憶している保険料の金額は、申立期間③当時の国民

年金保険料の金額とは相違している上、社会保険庁の記録では、申立人

が国民年金に高齢任意加入している平成 10 年＊月から同年５月までの

期間及び 12 年４月から同年 12 月までの期間について、付加保険料を納

付した記録は確認できないとともに、７年４月から 10 年１月まで継続

して定額保険料に加えて付加保険料を納付していることが確認できるこ

とから、申立人は、当該期間の付加保険料の納付と誤解している可能性

がある。 

さらに、申立人が申立期間③の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間③の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 36 年４月から 43 年 11 月までの期間及び平成２年５月から３

年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 557 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年４月から同年６月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年２月から 57 年６月まで 

          ② 昭和 58 年４月から同年６月まで 

当時、父親から大学生であっても二十歳から国民年金に加入するよう

勧められており、加入手続は父親が行ってくれたので詳しい時期は分か

らないが、二十歳になると同時に加入させてくれていたと思う。昭和

54 年２月から 56 年３月までの保険料は、私が大学を卒業してＡ都道府

県に帰ってきた 56 年４月から、父親から渡された納付書を持ってＢ公

共施設に行き、私が分割で納めた。同年４月以降の保険料については、

父親が納付書で納付してくれていたはずである。 

未納期間があることに納得がいかないので、調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人は、「父親が納付したはずである。」と主

張するところ、社会保険庁の記録から、申立人の国民年金手帳記号番号

の払出しは昭和 59 年７月３日、資格取得は 54 年＊月＊日に遡及
そきゅう

して行

われていることが確認でき、遡及
そきゅう

取得した期間のうち、納付可能な過年

度保険料について、申立期間②の直前の 57 年７月から 58 年３月までの

期間は、59 年 10 月、同年 11 月、同年 12 月、60 年１月、同年３月及び

同年４月に分割して納付し、直後の 58 年７月から 59 年３月までの期間

は 60 年９月にまとめて納付していることが確認でき、同様に納付可能で

あった申立期間②の保険料を納付していないことは不自然である。 

   一方、申立期間①について、申立人は、「父親が国民年金の加入手続を

行ってくれていたはずである。昭和 54 年２月から 56 年３月までの国民



                      

  

年金保険料は、大学を卒業してＡ都道府県に戻ってきた 56 年４月から、

父親から渡された納付書を持ってＢ公共施設に行き、私が分割で納めた。

同年４月以降の保険料については、父親が納付書で納付してくれていた

と思う。」と主張しているところ、前述のとおり、社会保険庁の記録か

ら、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 59 年７月３日に払い出され、

資格取得は 54 年＊月＊日に遡及
そきゅう

して行われていることが確認でき、申立

人が、申立期間①の保険料を納付したと主張する 56 年４月当時、申立人

は国民年金に加入していないため、同期間の保険料を納付することはで

きなかったものと推認されるとともに、納付済みとなっている 57 年７月

から 58 年３月までの期間及び 58 年７月から 59 年３月までの期間の保険

料を納付したことと誤解している可能性がある。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付するためには、別の

手帳記号番号が払い出されていなければならないが、別の手帳記号番号が

払い出された事実は確認できないとともに、払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料

が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 559 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成８年４月から９年３月までの期間及び

10 年４月から 14 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付を

免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 55 年４月から平成 19 年６月まで 

  昭和 52 年に離婚した当時、子供が二人おり、生活に余裕は無く、国

民年金保険料を支払うことができなかったため、55 年以降のかなりの

期間について、全額免除の申請をしていたと思う。当初の数年間は、

近所に住んでいたと思われる女性が来宅した際に、免除申請書を記入

していた記憶がある。平成６年＊月の再婚後は、夫が夫の分と一緒に

私の分も免除申請をしたと思うので、これらの期間を申請免除期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間のうち、「平成６年＊月の再婚後は、夫が免除申請

したはずである。」と主張するところ、社会保険庁の記録から、その夫は、

平成８年４月から９年３月までの期間及び 10 年４月から 14 年３月までの

期間について、申請免除期間となっていることが確認できる。 

また、申立人は、再婚後、夫が免除申請していた当時、無職であったと

しているところ、平成 14 年度以前の免除申請は、世帯単位で行うことが

通例であったことを踏まえると、申立人の夫が申請免除期間となっている

これらの期間について、申立人の記録が、申請免除期間ではなく、未納期

間とされているのは不自然である。 

一方、申立人は、再婚する以前の期間について、「昭和 55 年以降のか

なりの年数について、全額免除申請をしていたと思う。当初の数年間は、



                      

  

近所に住んでいたと思われる女性が、毎年来宅した際に、免除申請書を記

入していた記憶がある。」と主張するところ、その女性の氏名及び来宅時

期等についての記憶は曖昧
あいまい

である上、女性が来訪しなくなった以降、市町

村役場窓口で免除申請手続をしたことは無く、保険料が免除された場合に

郵送される国民年金保険料免除申請承認通知書を受け取った記憶も無いと

している。 

また、昭和 55 年４月から平成６年７月までの期間において、申立人が

免除申請をしていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない上、これ

ら 172 か月の長期間に及ぶすべての期間において、社会保険庁とＡ市町村

における申立人の申請免除記録が欠落したままとなっていたとは考え難い。 

さらに、申立人は、平成６年＊月に再婚した以降の期間について、申立

人の夫が申請免除されていない期間についても夫が免除申請していたと主

張しているが、これらの期間については、夫も未納であり、ほかに申立期

間の国民年金保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事情はみら

れない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成８年４月から９年３月までの期間及び 10 年４月から 14 年３月までの

期間の国民年金保険料の納付を免除されていたものと認められる。 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 494 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和

19 年 10 月１日、資格喪失日は 23 年３月１日であると認められることか

ら、申立人の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 19 年 10 月から 20 年

11 月までを 20 円、20 年 12 月から 21 年３月までを 30 円、21 年４月から

同年 11 月までを 60 円、21 年 12 月から 22 年５月までを 120 円、22 年６

月から 23 年２月までを 300 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 19 年 10 月１日から 23 年３月１日まで 

    申立期間において、Ｂ市町村にあったＡ株式会社のＣ工場に勤務して

いた。当時、工場の寄宿舎に一緒に住んでいた８人の同僚の名前も覚え

ている。証拠となるものは何も無いが、厚生年金保険に加入していたこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録では、申立人がＡ株式会社において厚生年

金保険に加入した記録は確認できなかったが、当時の同僚の証言から、申

立人が申立期間当時、同社に勤務していたことが推認できる上、社会保険

庁が保管する申立人の厚生年金保険被保険者台帳の記録により、同社にお

いて、申立人と同姓同名かつ同一生年月日で基礎年金番号に未統合の厚生

年金保険被保険者記録が確認できたことから、申立人が昭和 19 年７月１

日（被保険者期間に算入されるのは、厚生年金保険法が施行され厚生年金

保険料の徴収が開始された昭和 19 年 10 月１日からである。）から昭和

23 年３月１日までの期間は、同社に勤務し厚生年金保険の被保険者であ

ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、未統合の厚生年金保険被保



                      

  

険者台帳の記録から、昭和 19 年 10 月から 20 年 11 月までを 20 円、20 年

12 月から 21 年３月までを 30 円、21 年４月から同年 11 月までを 60 円、

21 年 12 月から 22 年５月までを 120 円、22 年６月から 23 年２月までを

300 円とすることが妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 495 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の株式会社Ａにおける資格喪失日は、平成５年 11 月 30 日であ

ると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日

に係る記録を訂正することが必要である。 

  なお、申立期間の標準報酬月額については、平成５年７月から同年９

月までを 26 万円、同年 10 月を 28 万円とすることが妥当である。 

２ また、申立人は、平成５年 11 月の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められることから、申立人の上記訂正後

の株式会社Ａにおける資格喪失日に係る記録を同年 12 月１日とし、同

年 11 月の標準報酬月額を 28 万円とすることが必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成５年７月 30 日から同年 12 月１日まで 

株式会社Ａに勤務していた申立期間について、厚生年金保険に加入

していないことが分かった。 

給与から厚生年金保険料が控除されていたはずであるので、申立期

間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の雇用保険の記録によると、申立人は株式会社Ａに、申立期間

において勤務していることが確認できるところ、社会保険庁の記録で

は、同社は平成５年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、申立人の同社における厚生年金保険の資格喪失日は、同年

７月 30 日とされている。 

しかしながら、申立人の資格喪失日の処理は、当初、平成５年 11 月

30 日（その後取消処理され、最終的には平成６年１月５日）付けで

遡及
そきゅう

して行われていることが確認できる上、申立人に係る社会保険庁の



                      

  

記録から、５年 10 月１日付けの定時決定に係る申立人の標準報酬月額

がいったん記録された後に、同年 11 月 30 日付けで取り消されているこ

とが確認できる。 

また、平成５年 11 月 30 日現在で同社に在籍していた 94 人の従業員

のうち 91 人が同年４月 30 日に遡及
そきゅう

喪失処理されていることが確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成５年７月 30 日

を資格喪失日とした届出を行う合理的理由は無く、申立人の資格喪失日

は、申立人の資格喪失日を当初、遡及
そきゅう

して処理した同年 11 月 30 日であ

ると認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事

務所に当初届け出た標準報酬月額から、平成５年７月から同年９月まで

は 26 万円、同年 10 月は 28 万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、平成５年 11 月 30 日から同年 12 月１日までの期間

については、申立人の雇用保険の記録（昭和 62 年３月３日に株式会社

Ａで被保険者資格を取得した後、同社の事業を承継したＢ株式会社で平

成 14 年 12 月 31 日に資格喪失するまで、継続して加入している。）に

より、申立人は平成５年 11 月 30 日以降についても株式会社Ａに勤務し

ていたことが確認できる。 

また、申立人と勤務内容及び雇用形態等が同様であった複数の同僚が

所持する給与明細書の記録から、平成５年 11 月分の厚生年金保険料が

事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成５年 11 月分の

厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていたものと認められ

る。 

また、平成５年 11 月の標準報酬月額については、同年 11 月 30 日付

けで取消処理がなされている申立人の社会保険庁の記録から、28 万円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、株式会社Ａは既に廃業し、当時の事業主も死亡しており不

明であるが、平成６年１月５日に５年７月 30 日に遡及
そきゅう

して資格喪失を

した旨の届出を社会保険事務所に行っていることから、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 11 月分の保険料の納入告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、同年 11 月分に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 497 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人の主張する標準報酬月

額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

の記録を 26 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 平成７年１月１日から同年４月１日まで 

Ａ株式会社で部長として勤務していたが、退職する１年ぐらい前か

ら給料の遅配があった。当時、会社の経営状況は良くなく、厚生年金

保険料等の滞納があったようで、社会保険事務所の職員が会社に督促

に来ている様子を何度か見た。会社からの説明は一切無く、どうして

自分の標準報酬月額が引き下げられたのか分からないので、調査して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人のＡ株式会社における資格喪失日は平成

７年４月１日、申立期間に係る標準報酬月額は 10 万 4,000 円とされてい

る。 

しかしながら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初 26 万円

とされていたところ、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

た日（平成７年 11 月１日）の後の平成７年 11 月 14 日付けで、７年１月

１日に遡及
そきゅう

して 10 万 4,000 円に訂正されていることが確認できる上、申

立人以外の７人についても、申立人と同様に７年 11 月 14 日付けで遡及
そきゅう

し

て標準報酬月額の訂正処理がされていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成７年１月１日から

同年４月１日までの標準報酬月額を 10 万 4,000 円とする訂正処理を７年

11 月 14 日付けで遡及
そきゅう

して行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 26 万円とする

ことが必要である。 



                      

  

秋田国民年金 事案 558 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年７月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年７月 

平成元年７月分の国民年金保険料については、当時、Ａ市町村役場職

員の指示に従って、銀行の窓口で納付した記憶がある。何度か離職した

ことがあるが、その都度、国民年金への切替えをしており、平成元年７

月分のみ保険料を納付していないのは、甚だ不自然である。 

申立期間の国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「平成元年７月 20 日にＢ株式会社を退職後、Ａ市町村役場

の窓口で国民年金の加入手続を行い、銀行の窓口で申立期間の保険料を

納付した。」と主張しているところ、社会保険庁の記録では、申立人は、

平成元年１月 21 日に国民年金の被保険者資格を喪失して以降、３年５月

１日に被保険者資格を再取得するまで、国民年金に加入した記録は無く、

申立期間は国民年金に未加入の期間となっており、申立人は、申立期間

の保険料を納付することはできなかったものと推認される。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていなければならないが、別の手帳記

号番号が払い出された事実は確認できないとともに、払い出されたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、平成元年７月 21 日にＢ株式会社にて健康保険の被

保険者資格を喪失した後、同日から次の事業所に就職する同年８月 31 日

までの期間について、健康保険の任意継続被保険者資格を取得している

ことが確認できるが、Ａ市町村では、「国民年金の加入勧奨は、通常、

国民健康保険加入者を対象として行うため、健康保険の任意継続被保険



                      

  

者に対する加入勧奨は行っていなかったと考えられる。」としている。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人の国民年金加入及

び保険料納付に関する記憶は曖昧
あいまい

であり、ほかに申立期間の保険料が納

付されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 496 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から５年５月１日まで 

Ａ校在学中に、Ｂ市町村内にあるＣ事業所及びＤ事業所に勤務してい

た。平成５年５月１日から勤務したＤ事業所では厚生年金保険の加入記

録があるのに、Ｃ事業所に勤務していた申立期間については、加入記録

が無いのはおかしいので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ校の回答並びに当時の同僚の証言から、申立人が

申立期間について、Ｃ事業所に勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、申立人と一緒にＣ事業所に勤務していた同僚一人は、

「Ｃ事業所では、Ａ校の学生は、厚生年金保険に加入させていないため、

必要があれば国民年金に加入するよう説明があった。」とし、当時の上司

は、「学生は厚生年金保険に未加入で、健康保険はＥ国民健康保険に加入

していたと記憶している。元事務担当者にも確認したが、同様の答えだっ

た。」と証言している上、申立期間当時、申立人と同様に、Ａ校在学中に

Ｃ事業所に勤務していた同僚二人についても、同事業所での厚生年金保険

の加入記録が無いことが確認できる。 

   また、Ｆ国民健康保険組合では、「本組合員は、原則、国民年金に加入

することとなる。」としているところ、申立人は、平成４年７月 16 日か

ら５年４月 30 日までの期間について、同組合に加入していることが確認

できる。 

   さらに、申立人は、当時の勤務時間について、「平日は８時半から 12

時まで、土曜日は８時半から 17 時までの勤務だった。平日の午後は、学

校に通っていた。」と供述しており、所定の労働時間が通常の就労者の４



                      

  

分の３を満たしておらず、厚生年金保険の被保険者とすべき常用的使用関

係にはなかったものと推認される。 

   加えて、社会保険庁のオンライン記録には、Ｃ事業所における申立人の

加入記録は無く、整理番号に欠番もみられないほか、申立ての事実を確認

できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 498 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 27 年４月から 28 年 12 月 10 日まで 

Ａ株式会社では、昭和 27 年４月から働いていたが、厚生年金保険の

加入が入社時からでなく、20 か月経過した 28 年 12 月からとされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の同僚の証言から、申立人が、申立期間当時、Ａ株式会社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、当時、申立人の同僚は、昭和 26 年４月に入社したとし

ているが、社会保険庁の記録では、厚生年金保険には 20 か月後の 27 年

12 月１日に加入していることが確認できる上、Ａ株式会社のＢ工場で仕

事をしていた複数の同僚も、入社してから 17 か月以上経過した後に厚生

年金保険に加入していることが確認できるなど、当時、同事業所では、勤

務してから一定期間経過した後に従業員を社会保険に加入させていたこと

がうかがわれる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ株式会社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿において、申立人の加入記録は、昭和 28 年 12 月 10 日

から 29 年５月 10 日までの期間以外には無く、健康保険の記号番号に欠

番もみられない上、申立人は、申立期間当時、健康保険証を受け取った

記憶が無いとしている。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 499 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 48 年４月１日から同年 12 月１日まで 

昭和 48 年４月から同年 11 月末まで、株式会社Ａに正社員として勤

務していた。35 年以上も前のことなので、給与明細書等の書類は無い

が、勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の加入期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の同僚の証言から、申立人が、申立期間当時、株式会社Ａに勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、株式会社Ａでは、「当時、試用期間が６か月あり、その

期間は社会保険には加入させていなかった。」と回答している上、申立人

の当時の同僚は、「自分は、（申立人と同様に）昭和 48 年４月に正社員

として採用されたが、試用期間を経て、同年 10 月に厚生年金保険に加入

した。人によっては試用期間が６か月以上の者もいた。」と証言しており、

当時、同事業所においては、一定期間の試用期間を経てから従業員を社会

保険に加入させていたことがうかがわれる。 

また、社会保険庁の株式会社Ａに係るオンライン記録を調査したが、

同事業所において昭和 48 年中に厚生年金保険被保険者資格を取得した 12

人の中に申立人の加入記録は無く、健康保険記号番号に欠番もみられな

い上、申立人は、申立期間当時、健康保険証を受け取った記憶が無いと

している。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


